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１．都市再生特別措置法等の一部を改正
する法律について



都市再生特別措置法等の一部を改正する法律

都市の国際競争力及び防災機能を強化するとともに地域の実情に応じた市街地の整備を推進し、都市の再生を
図るため、国際競争力の強化に資する都市開発事業の促進を図るための金融支援制度の拡充、非常用の電気又
は熱の供給施設に関する協定制度の創設、特定用途誘導地区に関する都市計画において定めるべき事項の追加
等の措置を講ずる。

国際競争力・防災機能強化 コンパクトで賑わいのあるまちづくり

○民間都市再生事業計画の大臣認定の申請
期限の延長（→平成34年３月31日まで）

※優良な認定民間都市再生事業には各種金融支援や税制支援を実施

※民間都市開発推進機構による支援

○地域内に使える既存ストックがある場合にはそれを残しつつ、
地域の身の丈にあった規模の市街地整備を可能とする手法
の創設

○まちなか誘導施設の整備促進を図る地区の追加など市街地
再開発事業の施行要件を見直し

【大規模災害に対応する環境整備】

○災害時にエリア内のビルにエネルギーを継続して供給する
ためのビル所有者とエネルギー供給施設※の所有者による
協定制度の創設（承継効付き）

【国際ビジネス・生活環境の整備】
【まちなかへの都市機能の効率的な誘導】

○大臣認定処理期間の短縮
（特定地域：45日→１月、緊急地域：３月→２月）

【事業のスピードアップのための支援の強化・重点化】

【住宅団地の建替えの推進】

住宅団地の再生 ◇施行前 老朽化が進行

・敷地が一筆共有の場合、建替え、
敷地分割等の際の合意形成が困難。

◇施行後 再生事業の円滑な推進

再開発事業の推進

身の丈にあった規模の市街地整備（イメージ）

施行前 施行後

公益施設等

既存棟の活用 広場

等 等

○土地の共有者のみで市街地再開発事業を施行
する場合に、各共有者をそれぞれ1人の組合員
として扱い、２／３合意での事業推進を可能とする。

都市の国際競争力・防災機能の強化及びコンパクトで賑わいのある
まちづくりを図るための制度の充実化により、都市再生・地方創生を強力に推進 4

【平成28年６月７日公布】



「日本再興戦略」改訂2015（平成27年6月30日閣議決定）（抄）

○国際的なビジネス拠点や地域の核となるビジネス・生活拠点を形成するため、法改正も視野に入れ
た都市再生制度の見直しを速やかに行い、来年度までに可能なものから順次支援措置を講じる。

国際競争力・防災機能強化について

都市再生緊急整備地域（政令指定:63地域）

都市再生特別地区

（容積率、高さ等の制限緩和）

都市計画提案制度

（77地区）

都市再生事業に係る
認可等の迅速化

民間都市再生

事業計画

（89計画認定）

民間中心の都市再生(大都市及び地方中枢都市)

特定都市再生緊急整備地域（政令指定:12地域)[都市の国際競争力の強化]

都市計画等の特例

都市再生安全確保計画（11計画）

税 制 支 援
所得税・法人税
登録免許税
不動産取得税

固定資産税・都市計画税

金 融 支 援（融 資）

平成27年12月31日現在（都市再生特別地区：平成27年9月30日現在）

都 市 再 生 基 本 方 針【閣 議 決 定】

計画の国土交通大臣認定

○認定申請期限の延長[前回は平成23年に延長]

（平成29年3月末まで→ 平成34年3月末まで）

○認定処理期間の短縮
（特定地域45日→1月、緊急地域3月→2月）

○国際会議場施設等の整備費を対象に追加

○災害時にエリア内のビルにエネルギーを
継続して供給するための協定制度の創設
（承継効付き）

[主体]エネルギー供給施設
所有者とビル所有者

※赤枠が主な法改正事項

平成28年度予算案：3.7億円

国際競争力強化施
設 店舗等

事務所等

○道路上空利用の都市再生緊急整備地域への拡充

退避
施設

電力線・熱導管

退避
施設

病院

庁舎
発電
機等

発電
機等

発電
機等

■金融支援の対象
現行：公共施設等（公園・広場、 駐車場、

備蓄倉庫、共用通路等）

拡充：国際競争力強化施設
（国際会議場施設、外国語対応医療施設、

外国語対応教育・子育て支援施設等）

・退避経路、退避施設協定
・備蓄倉庫の容積率の緩和 等

※

※発電機、ボイラー、電力線、
熱導管等から構成
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コンパクトで賑わいのあるまちづくりについて

平成27年12月31日現在

※赤枠が主な法改正事項

○空き地・空き店舗を有効に活用するための
協定制度の創設
[主体]市町村・まちづくり団体と土地所有者

○賑わいの創出に寄与する施設
（観光案内所、サイクルポート等）

の都市公園への設置
※都市再生整備計画に位置付けたものは

占用許可対象。計画への記載・公表から
2年以内の申請は原則許可。

都市公園へのサイクルポート設置

官民の公共公益施設整備等による全国都市再生

都市再生整備計画（市町村が作成）

民間都市再生整備事業計画（38計画認定）

金 融 支 援（出 資）

社会資本整備総合交付金によりまちづくりを財政的に支援

賑わい創出等のための法制度
道路占用特例 等

（平成23年にオープンカフェ等の占用許可基準を緩和）

まち・ひと・しごと創生基本方針2015（平成27年6月30日閣議決定）（抄）

○地方創生のためには（中略）地方都市におけるコンパクトシティの形成（中略）等を推進して
いくことが重要である。
○官民連携によるエリア開発を促進するため、 （中略）空き家・空き店舗や公共施設・公的
不動産等の利活用の促進、 （中略）都市再開発における手続きの合理化（中略）等につい
て検討する。

ＮＰＯ、まちづくり会社等が空き
地を活用する費用を予算支援
平成28年度予算案：0.8億円

○地域内に有用な既存ストックがある場合にはそれを
残しつつ、地域の身の丈にあった規模の市街地整備
を可能とする手法の創設

○まちなか誘導施設※の整備促進を図る地区（特定用途
誘導地区）で市街地再開発事業が実施できるなど
市街地再開発事業の施行要件を見直し
※医療施設、福祉施設、商業施設等

立地適正化計画（平成26年創設）

コンパクトシティの形成推進
（約200市町村が作成に向けた取組を実施中）

市街地再開発事業
（既存建築物を除却して高度利用を図る事業）

まちなか誘導
施設※の導入

曳家 存置 存置 再築曳
家

存
置

存
置

再
築

（施行前） （施行後）

原則として
全面的な除却

（新たな市街地整備手法による効果）

・有用な既存建築物は活用

・地域の床需要に応じて再開発建築物

の規模を抑え、事業費を圧縮

・現在の生活環境やコミュニティを
維持

（平成28年度税制改正大綱で税制支援についても措置）
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込め

住宅団地の再生について

・ 土地の共有者のみで市街地再開発事業を組合施行

する場合に、各共有者をそれぞれ一人の組合員として

扱い、２／３合意での事業推進を可能とする。
（都市再開発法）

ABCDEFGHIJKLの共有土地

C D

Ａ B

E F

ABCDEF

GHIＪKL

A

◇現行 ◇改正後

○ 高度成長期より、都市近郊を中心に大規模な住宅団地が大量に建設。
建物・設備・公共施設の一斉老朽化が進むとともに、福祉等の必要な都市機
能が確保されず、居住環境が著しく低下。

〇 複数棟の団地において土地が共有である場合には、都市再開発法上、共有
者全員が一人の組合員とみなされてしまうため、民法の全員合意の原則が働
いてしまい、合意形成が困難となることが課題。

○ 平成26年通常国会の「マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部
を改正する法律案」の衆・参国交委附帯決議、規制改革実施計画（平成27年6
月30日閣議決定）においても、事業法も含めて団地再生の制度のあり方につ

いて検討をするよう指摘。

⇒ Ａ～Ｌ全員で一個の議決権を
行使するため、議決権の行使
にＡ～Ｌの全員同意が必要。

◇施行前 老朽化が進行

・敷地が一筆共有の場合、建替え、
敷地分割等の際の合意形成が困難。

◇施行後 再生事業の円滑な推進

再開発事業の推進

公益施設等

建替え

既存棟の活用 広場

Ｉ Ｊ

Ｇ Ｈ

Ｋ Ｌ

１号棟 ２号棟

○土地が一筆共有の団地の例

Ａ～Ｌ全員で１人の組合員 Ａ～Ｌそれぞれが別々の組合員

⇒ Ａ～Ｌが個別に議決権を行使する
ことが可能となり、Ａ～Ｌの３分の２
以上の合意で事業が可能となる。

現状と背景
全国の築35年超の住宅団地の増加見込み

現在
（2015年）

10年後
（2025年）

20年後
（2035年）

30年後
（2045年）

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

1,551団地

2,769団地

4,093団地

4,769団地
（団地）

築35年超～45年未満

築45年超～55年未満

築55年超

(全4,970団地中)

改正の概要

B C D E F

G H I J K L

※東京都の昭和58年以前建設の住宅団地については
285団地中275団地が敷地全体を共有。

※国土交通省推計
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区分所有法による建替えと市街地再開発事業による建替え（住宅団地の場合）

○区分所有法では、建替え決議に地権者の５分の４以上（かつ各棟３分の２以上）の合意が必要である
が、市街地再開発事業では公益性の観点から地権者の３分の２以上の合意で建替えが可能。

区分所有法の建替え

一括建替え決議
（全体５分の４以上かつ各棟３分の２以上の合意）

市街地再開発事業による建替え

※区分所有法の一括建替え決議は不要

※市街地再開発事業の施行区域要件を満たす必要
・高度利用地区等内にあること
・区域内の建築物の３分の２以上が老朽化等していること
・区域内に十分な公共施設がない等により、土地利用が不健全であること 等

※ 敷地の分割ができる。

一筆共有の敷地で事業を行う
場合、組合員数が１になり、議
決に全員同意が必要となるた
め、合意形成が困難。

地方公共団体が都市計画として再開発事業を決定

※ 敷地内の建築物が全て区分所有建物である場合のみし
か建替決議ができない。

※都市計画決定は不要。施行区域要件もなし。

・一般的な建替えの場合 ・都市計画事業として、地域の拠点となる建替えを行う場合

全体３分の２以上の合意による
通常の再開発が実施可能に。

一筆共有の敷地で事業を行う
場合、各共有者が１人の組合
員となる。

再開発組合の設立認可
（全体３分の２以上の合意）

【改正前】 【改正後】

※ 敷地の分割ができない。

※ 敷地内に、単独所有の建物（賃貸住宅や店舗など）、又は全体共有の建物
（集会場など）が存在しても適用可能。
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２．法律改正の背景（住宅団地関係）



①住宅団地の現状



265 1,260 1,218 1,324 877 
26

291 

1,551 

2,769 

4,093 

4,970 

～S35 S36～S45 S46～S55 S56～H2 H3～H12 H13～H25

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

（団地）

全国の住宅団地数 約5,000団地（平成25年末現在）

注） １．住宅団地の定義･･･①同一敷地内に計画的に建てられている二棟以上の共同住宅群で、②分譲敷地を含むおおむね50戸以上のも

ののうち、③当該敷地が区分所有者等により共有されていると推定されるもの。

２． 推計方法・・・平成15年以降の住宅・土地統計調査では、団地・団地以外を判別する調査項目がないことから、平成25年住宅・土地

統計調査及びＵＲ・全国公社の供給実績を用いた特別集計、東京都内の団地型マンションの住棟数調査等により住宅

団地数(4,970団地）、住戸数(194.8万戸）を推計し、A調査において属性別集計を実施。

全国の住宅団地のストック状況－１

ス ト ッ ク 数

新 規 供 給 数
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全国の住宅団地のストック状況－２

１．総マンションストック数に占める住宅団地の割合

団地型 195万戸
33%

非団地型 403万戸
67%

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000

戸数

（戸）

２．立地別推計

3,871団地
78% 768団地

15% 331団地
7%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

三大都市圏 その他の都市圏 その他

(団地)

152.5万戸
78%

30.4万戸
16% 11.9万戸

6%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

三大都市圏 その他の都市圏 その他

（戸）

総マンションストック約600万戸(H25時点）のうち、住宅団地の割合は約１／３
（約5,000団地、200万戸）

全国の住宅団地のうち、三大都市圏に約８割が集中

注）その他の都市圏･･･札幌大都市圏、仙台大都市圏、新潟大都市圏、静岡・浜松大都市圏、岡山大都市圏、広島大都市圏、北九州・福岡大都市圏、熊本大都市圏、宇都宮都市圏、松山都市圏、鹿児島都市圏
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7.2万戸
4%

42.4万戸
22%

41.1万戸
21%

104.1万戸
53%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

～S45 S46～S55 S56～H2 H3～

（戸）

291団地
6%

1,260団地
25%

1,218団地
25%

2,201団地
44%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

～S45 S46～S55 S56～H2 H3～

(団地）

全国の住宅団地のストック状況－３

３．建設年代別推計

注）旧耐震基準･･･昭和56年5月31日までに建築確認を受けた建築物に適用

築25年経過以上56％

旧耐震基準31％

築25年経過以上47％

旧耐震基準26％

築25年経過以上の住宅団地が約５割（2,800団地、約91万戸）（うち、旧耐震基準のも
のは約1,600団地、約50万戸）
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26 
291 

1,551 

2,769 

265 

1,260 

1,218 

1,324 

1,260 

1,218 

1,324 

676 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

現在 10年後 20年後 30年後

築35年超～45年未満

築45年超～55年未満

築55年超

(2015年) (2025年) (2035年) (2045年)

（
団
地

）

（当該年時点で）

（当該年時点で）

（当該年時点で）

（築45年超＝
昭和45年以
前：291団地）

（築35年超＝昭和55年
以前：1,551団地）

（築45年超＝
平成12年以

前：4,093団地）

（築35年超＝平成2年
以前：2,769団地）

（築45年超＝
昭和55年以

前：1,551団地）

（築35年超＝平成12年
以前：4,093団地）

（築45年超＝
平成 2年以

前：2,769団地）

（築35年超＝平成22年
以前：4,769団地）

全国の住宅団地のストック状況－４

４．老朽住宅団地の増加見込み

築後45年超は現在291団地であり、10年後には約5倍の約1,500団地、20年後には約10

倍の3,000団地弱となる見込み
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全国の住宅団地のストック状況－５

住宅団地の建替えの実績は累計で114団地、約12,700戸（平成27年４月時点）に留まる。
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1 1

0

20

40

60

80

100

120

140

160

H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

実施準備中

（建替決議等）

実施中

（マンション建替法の建替え）

実施中

（マンション建替法によらない建替え）

工事完了済

（マンション建替法の建替え）

工事完了済

（マンション建替法によらない建替え）

工事完了済
（114団地）

実施中
（12団地）

実施準備中
（1団地）

（件）

注）１.国土交通省調査による建替え実績及び地方公共団体に対する建替えの相談等の件数のうち団地型マンションを抽出し集計。
２.実施中・実施準備中件数は、平成18年4月1日分より集計。

５．住宅団地の建替え実績

15



全国の住宅団地のストック状況－６

638団地

13%

801団地

16%

3,531団地
71%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

UR都市機構 住宅供給公社 民間

（団地）

20.7万戸

11%

11.6万戸

6%

162.5万戸
83%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

UR都市機構 住宅供給公社 民間

（戸）

民間供給の住宅団地が、団地数で２／３，戸数では約８割を占める

16

６．供給主体別推計

【参考】URの旧耐震基準の住宅団地における壁式構造比率は、戸数ベースで約８割を占める
注）ＵＲ調べ



2,133

297 

451 

387 

430 

487 490 

546 

598 
574 

550 
572 

493 
476 466 

412 

495 503 

459 
433 

419 
387 

425 
399 

379 388 

345 

280 
249 

189 

156 
172 

141 
117 115 117 111 

89 
116 

87 
69 64 63 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

■年度別（住宅系のみ） S29年度～H24年度

建築基準法第86条（一団地認定）の実績件数－１

注）建築基準法第86条第1項及び第3項の実績件数を集計（既に取消されたものを除く） 17

(件)

2,000

2,100

2,200

実績件数合計 16,129件

用途 合 計（件）

全体 17,614 

住宅系用途 16,129 

公的事業主体 11,148 

商業系用途 673 

工業系用途 126 

その他の用途 686 



333 

15 

1,045 

232 

635 

539 

22 
54 

91 

247 

90 

294

57

294 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

一低専 二低専 一中高 二中高 一住 二住 準住 近商 商業 準工 工業 用途無指定 調整区域 不明

■用途地域別（住宅系のみ） 平成5年度～24年度

(26％)

(16％)

(14％)

(8％)

建築基準法第86条（一団地認定）の実績件数－２

注）建築基準法第86条第1項及び第3項の実績件数を集計（既に取消されたものを含む）

18

実績件数合計 3,948件

(件)



２棟による土地共有

■住宅団地の共有関係

東京都住宅団地の諸元－1（昭和58年以前建設の住宅団地）

①分譲棟のみで敷地を共有

土地共有

１号棟

２号棟

附属

区分所有建物及び附属建物の敷地を全体共有して
いる例が多数を占める（273団地）

２棟による土地共有

道路

１号棟

２号棟

附属

■共有関係の例

④その他

2棟による土地
共有（A団地）

2棟による土地
共有（B団地）

4棟（A・B団地）
による土地共有

１号棟

２号棟

１号棟

２号棟

異なる団地で一部の土地を共有している例(4団地） 一団地で全体共有の土地と一部共有の土地が混在
している例(1団地）

4棟（1～4号棟）
による土地共有

2棟（3～4号棟）
による土地共有

１号棟

２号棟

３号棟

４号棟

例－① 例－②

例－① 例－② 19

団地タイプ区分 住宅団地数
①分譲棟のみで敷地を共有 273
②分譲棟と賃貸棟で敷地を共有 2
③共有形態が借地権（準共有） 2
④その他 5
⑤不明 3

合計 285



東京都住宅団地の諸元－２

■立地分布（都心からの距離）

都心より２０ｋｍ圏内の住宅団地が約5割を占める

10㎞

20㎞

30㎞

40㎞

50㎞

20

住宅団地数 比率

● 109 38%
● 81 29%
● 46 16%
● 31 11%
● 14 5%
● 4 1%

285 100%合計

棟数区分

2棟
3棟～5棟
6棟～10棟
11棟～20棟
21棟～30棟

30棟以上

住宅団地数 比率

50 18%
97 34%
57 20%
71 25%
10 3%

285 100%

東京都心からの距離帯区分

～10ｋｍ以下
10ｋｍ超 ～20ｋｍ以下
20ｋｍ超 ～30ｋｍ以下
30ｋｍ超 ～40ｋｍ以下
40ｋｍ超 ～50ｋｍ以下

合計

凡例



109 団地
38%

81 団地
29%

46 団地
16% 31 団地

11% 18 団地

6％
0

20

40

60

80

100

120

2棟 3棟～5棟 6棟～10棟 11棟～20棟 21棟以上

東京都住宅団地の諸元－３

２．棟数規模別

5棟以下67％

5棟以下の住宅団地が約7割を占める
(団地)

113 団地
40%

106 団地
37%

30 団地
11%

28 団地
10%

6 団地
2%

0

20

40

60

80

100

120

～100戸 101～300戸 301～500戸 501～1000戸 1001戸～

300戸以下の住宅団地が約8割を占める

３．戸数規模別

300戸以下77％

(団地)

１．建設年代別

昭和46年から昭和55年建設の住宅団地が約6割を占める

41 団地
15%

155 団地
56%

81 団地
29%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

～S45 S46～S55 S56～S58
注）不明8団地除く

(団地)

21注）不明2団地除く



20 団地
7%

64 団地
23%

33 団地
11%

49 団地
17%

52 団地
18% 44 団地

16% 11 団地
4% 6団地

2% 1団地
1%

2 団地
1%

0

10

20

30

40

50

60

70

50％以下 50％超

～80％以下

80％超

～100％以下

100％超

～150％以下

150％超

～200％以下

200％超

～300％以下

300％超

～400％以下

400％超

～500％以下

500％超

～600％以下

700％超

54 団地
19%

0

(第二種低層住居専用地域）

129団地
45%6団地

2%

23団地
8%

4団地
1%

1団地
1%

6団地
2%

3団地
1%

31団地
11%

6団地
2% 22団地

8%

第一種

低層住居

専用地域

第二種

低層住居

専用地域

第一種

中高層住居

専用地域

第二種

中高層住居

専用地域

第一種

住居地域

第二種

住居地域

準住居地域 近隣商業地域 商業地域 準工業地域 工業地域 複数の

用途地域

東京都住宅団地の諸元－４

指定容積率200%の住宅団地が約5割を占める

５．指定容積率別

(団地)

18 団地
6%

32団地
11% 22団地

8%

147団地
52% 38団地

13%

5団地
2%

3団地
1%

20団地
7%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

80% 100% 150% 200% 300% 400% 500% 複数の

指定容積率

４．用途地域別

第一種中高層住居専用地域の住宅団地が約5割を占める

一低専

一中高

一住

準工

６．利用容積率別

注）登記簿面積よる調
査のため、実際の
容積対象よりも大き
くなる。

22注）敷地面積不明3団地除く



52 団地
18%

158団地
55%

39団地
14% 22団地

8%

2団地
1%

12団地
4%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

第1種 第2種 第3種 指定なし 最低限又は

最高限指定のみ

複数の指定

区域指定

30団地
11%

区域指定なし

255団地
89%

東京都住宅団地の諸元－５

７．指定建ぺい率別

指定建蔽率60%の住宅団地が約7割を占める

住専系の規制がかかる住宅団地が約7割を占める

18 団地
6%

46団地
16%

194団地
68%

11団地
4%

16団地
6%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

40% 50% 60% 80% 複数の建蔽率

(団地)

９．日影規制別 １０．一団地の住宅施設の指定状況別

一団地の住宅施設の指定があるものは約1割

注）平成25年都市計画現況調査(国土交通省）の東京都における一団地の住
宅施設指定一覧より分譲住宅団地を抽出、かつ廃止地区を除外し集計

８．高度地区別

東京都第二種高度地区の住宅団地が約6割を占める
(団地)

159団地
56%

37団地
13%

5団地
2%

00

18団地
6%

12団地
4%

3団地
1%

0

1団地
1%

2団地
1%

7団地
2%

0

18団地
6% 10団地

3%

13団地

5％

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

3時間／2時間 4時間／2.5時間 5時間／3時間 日影規制

対象外住専系 住居系 商業系 工業系

注）日影規制時間（敷地境界からの距離5m超10m以下／10m超）

(団地)

23



東京都住宅団地の諸元－６

■公示地価別

30万円/㎡以下の住宅団地が約5割を占める

24

注）住宅団地から最短距離にある基準値の
地価公示（平成26年1月1日）を表示。
なお、プロットは、団地の位置である。

10㎞

20㎞

30㎞

40㎞

50㎞

住宅団地数 比率

● 87 31%
● 50 18%
● 55 19%
● 63 22%
● 15 5%
● 15 5%

285 100%

地価公示区分

合計

20万円未満
20万円以上30万円未満
30万円以上40万円未満
40万円以上60万円未満
60万円以上80万円未満

80万円以上

凡例



②住宅団地の再生事例



○保留敷地方式により戸建て用地等として売却することで建替組合が自力で建替えた事
例 （マンション建替法の建替え）

建替え前 建替え後

敷地面積 28,905㎡ 14,887㎡

戸数 300戸 305戸

階数／棟数 ５階建て／９棟 10階建て／２棟

総床面積 15,339㎡ 20,806㎡

建設年度と完成年度 昭和43年建設 平成21年竣工

26

マンション建替え 町田山崎住宅（東京都町田市）

住宅団地の再生事例①



保留敷地（戸建住宅地） 施行再建マンション敷地

保留敷地（道路等）

＜事業の特徴＞

○郊外（町田駅からバス15分）の団地の建替事業

○保留敷地を譲渡することにより、区分所有者の負担を軽減

○「一団地の住宅施設」が都市計画決定されていたが、建替え事業の実施地区に
ついて地区計画を定めるとともに、「一団地の住宅施設」から除外

対象地

一団地の住宅施設
の範囲（約9000戸）

マンション建替え 町田山崎住宅（東京都町田市）

「一団地の住宅施設」

建ぺい率20%、容積率50%

「地区計画」 ※「一団地の住宅施設」から除外

建ぺい率50％、容積率100％（第一種中高層住居専用地域）

施行再建マンション部分の容積率150％

27

住宅団地の再生事例①



建替え前 建替え後

敷地面積 約64,400㎡ 約64,400㎡

戸数 640戸 1,249戸

階数／棟数 ５階建て／23棟 11・14階建て／７棟

総床面積 約34,050㎡ 約124,900㎡

建設年度と完成年度 昭和46年建設 平成25年竣工

○最大規模のマンション建替え
建替えと併せて、団地内に高齢者支援施設や子育て支援施設等を整備した事例 (マンショ

ン建替法の建替え）

注）東京都HP

マンション建替え 諏訪二丁目住宅（東京都多摩市）

28

住宅団地の再生事例②



マンション建替え 諏訪二丁目住宅（東京都多摩市）

※住市総により周辺の公共施設等を一体的に整備
※マンションの建替えには優良建築物等整備事業による補助を活用

【住宅市街地総合整備事業 整備計画図】

認可保育所

拠点的開発区域
「諏訪二丁目住宅建替」

高齢者支援施設
保育所

外来医院
コンビニ

コミュニティ
カフェ

○建替えに併せて、団地内に高齢者支援施設や
子育て支援施設等を整備

29

住宅団地の再生事例②


